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第１節 複数年調査とは 

東京市町村自治調査会は、東京都内全市町村（多摩・島しょ地域）の総意により設立された行政シ

ンクタンクである。毎年、多摩・島しょ地域の広域的、共通の行財政課題等に関する様々なテーマを

選定して調査研究を実施している。 
通常の調査研究は単年度で完結するが、例外として同じテーマを複数年にわたりさらに調査研究す

るものを複数年調査と呼んでいる。現在、複数年調査は２年間を調査期間としており、初年度の１年

目調査と、２年目調査を合わせた総称となっている。複数年調査の１年目調査は、単年度で実施する

他の調査研究と基本的に同様の調査手法で行い、一旦完結させる。２年目調査はこの１年目調査結果

を活用し、ポイントを絞り込んださらなる調査を実施するものである。実施に関しては、多摩・島しょ

地域全市町村の企画担当課長で組織する東京都市町村企画研究会と連携することで、調査研究の質向

上を図っている。なお、総称である複数年調査の年度呼称は２年目調査の開始年度を適用している。 
 

図表 1 複数年調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2 １年目調査報告書 
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第２節 調査研究の目的・実施手法 

1. 調査研究の目的と概要 
昨年度実施した１年目調査では、多文化共生の取組は、多摩・島しょ地域における持続可能な地

域づくりに向けた喫緊の課題であると提言している。さらには第１章で後述するように、国は出入

国管理・難民認定法の改正を中心に、外国人の受入れを拡大する方向で大きく政策転換を図ってい

る。また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京2020大会」という。）を

控え、更なる外国人旅行者の増加も見込まれている。これらの状況を踏まえると、今後、在住及び

在勤、訪日外国人が増加すると見込まれる多摩・島しょ地域にとって、これまで以上に多文化共生

の取組が喫緊の課題となることは明白である。 

しかし、１年目調査で明らかになったように、多摩・島しょ地域自治体では多文化共生の取組は

進んでおらず、今後の推進にも課題が残る。そのため、多文化共生の取組を実施する上で、取組分

野や地域の特性を考慮した、取組の優先順位付けが有効である。 

このため、２年目調査は、「改めて多文化共生の必要性について時勢を踏まえながら示した上で、

分野や地域別に優先順位の高い取組について提言することで、多摩・島しょ地域自治体における持

続可能な地域づくりに資すること」を目的として実施することとした。調査研究の内容としては、

１年目調査で取りまとめた取組に加え、実際に各自治体で実施する場合のポイントや工夫点、留意

すべき課題等について、実際に多文化共生に係わる自治体職員を交えたワーキンググループ（以下

「ＷＧ」という。）等を通じ掘り下げることとした。なお、ＷＧ委員の所感は「ＷＧ委員コラム」

として掲載している。 

 

(1)本調査研究において重視している観点 

多摩・島しょ地域においても人口減少・少子高齢社会の進行は著しく、今後も進行する見込みで

ある。そのなかで、これまで「支援を受ける立場」として捉えられることが多かった外国人を、「地

域の担い手」として捉えることで、不足する地域の担い手を補い、持続可能な地域の形成につなげ

ることが可能となる。そのため本調査研究では、「外国人住民が地域の担い手になるために必要な

取組」という観点を重視し、数ある多文化共生施策の中でも、外国人住民が地域の担い手になるた

めに必要な取組を重点的に記載している。 

 

(2)調査対象分野 

本調査研究では、１年目調査の内容を深掘りした詳細な提言を行うため、調査対象とする分野を

３つに限定することとした。 

 

＜３分野の選定＞ 
分野選定にあたっては、昨年度に１年目調査を実施したなかで、特に優先度が高く、また地域の

実態を生かすことのできる分野として、「防災」、「福祉」、「留学生」の３分野を選定した。なお、福

祉については幅広い分野にわたるため、外国人の活躍が特に期待できる「高齢者福祉」及び「子育

て支援」分野に限定した。 
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図表 3 本調査研究における調査対象分野 

 

 

＜３分野における外国人施策に対する自治体ニーズの把握＞ 
その上で２年目調査研究実施前に、多摩・島しょ地域 39 自治体を対象とした、本３分野に関す

るアンケートを実施しニーズを確認した。アンケートでは、防災分野の要望が最も多く、次いで留

学生分野、福祉分野の順となった。その理由を詳細に見ると、外国人住民や外国人旅行者を支援し

ていく視点が多く挙げられていた。しかし今後は、外国人を支援の対象としてのみ捉えるのではな

く、外国人自身が地域の担い手として活躍できる地域づくりが必要不可欠である。そのため、外国

人が地域を支える担い手としていかに活躍できるようにすべきか、という視点から具体的な施策を

検討することとした。なお、留学生分野については各分野に共通して関連する要素となるため、３・

４章における分析では防災分野及び福祉分野を中心に述べ、留学生分野における取組については、

２分野に関する記載の中で触れることとしている。 

 

 

図表 4 １位回答の分野割合【アンケート】 
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(3)本調査研究における「多文化共生」の考え方 

本調査研究においては、「多文化共生」を以下のように考える。なお、この考え方は総務省におけ

る定義1と同様である。 

 

 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとし

ながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと 

 
 

(4)本調査研究の対象とする「外国人」の定義 

本調査研究において対象とする「外国人」及び「外国人住民」並びに、「外国人旅行者」を、次の

ように定義する。なお、「外国人」の定義は、１年目調査と同様である。 

 

  

                                                  
 
1 「多文化共生の推進に関する研究会報告書」2006年３月総務省 

本調査研究における「多文化共生」の考え方 
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2. 調査研究の実施手法 
本調査研究の実施フローを、下図表にて示す。 

 
図表 5 調査研究の項目・調査方法と全体の流れ 

 

 

 

 
 
 
 本調査研究の調査方法の概略を、下図表にて示す。 

図表 6 調査の概略 

第３章 外国人が活躍できる地域をつくる
上で期待する役割と課題

•外国人住民の活躍を期待する場面と役割

•外国人住民の活躍を促す上での自治体の
課題

第４章 多摩・島しょ地域における
多文化共生施策のあり方

•活躍を促すための外国人住民との接点づ
くりに向けた自治体の取組

•多文化共生に関わる地域特性に応じた取
組

•取組を実施する上でのポイント

第１章 外国人を取り巻く動向

•日本全体

•東京都

•多摩・島しょ地域自治体

第２章 各調査研究項目におけるポイント

•多摩・島しょ地域自治体アンケート

•インタビュー

•事例視察

•ＷＧ

監修 
一般財団法人 ダイバーシティ研究所 

代表理事 田村 太郎 氏 
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図表 6 調査の概略 

調査方法 調査概要 

a.多摩・島しょ地域 

自治体アンケート 

多摩・島しょ地域 39市町村に対し、メールにて調査票を配布・回収し、

多文化共生に関わる取組状況や課題、今後の意向等を調査し、実態を分

析する。 

b.インタビュー 多文化共生に関する知見の深い有識者や他団体に対し、対面でのインタ

ビューを実施し、多文化共生の現状、今後の多文化共生のあり方や取組

の課題等を把握する。 

c.事例視察 多文化共生を考える上で必要な取組について、施設の見学や関係者との

対面のインタビューを実施し、実施している取組内容や課題等を把握す

る。 

d.ＷＧ 有識者及び多摩地域自治体職員等で構成されるＷＧを設置し、多摩・島

しょ地域における多文化共生のあり方について、有識者及び自治体職員

の立場から検討することで、提言内容の精査等を行う。 

e.監修 ダイバーシティ研究所 代表理事 田村太郎氏に、監修としてＷＧへの参

加や、報告書全体の内容確認を依頼した。 
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＜a. 多摩・島しょ地域自治体アンケート＞

項目 調査概要

調査対象 多摩・島しょ地域39市町村を対象とした悉皆調査

調査方法 電子メールによる調査票の配付・回収

調査実施期間 2018年６月18日～７月５日 

調査項目

「調査票Ａ」：企画担当部署 

多文化共生の取組に関する現状 

 「調査票Ｂ」：防災担当部署 

防災分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｃ」：高齢者福祉担当部署 

高齢者福祉分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｄ」：子育て支援担当部署 

子育て支援分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｅ」：留学生支援担当部署 

留学生支援分野での外国人に関する現状 

回収状況 39市町村（回収率100％） 

＜b.インタビュー＞

分類 対象 実施日

自治体等
 東京都 生活文化局 都民生活部 地域活動推進課

国際交流担当

 東京都国際交流委員会

2018年６月７日 

有識者
国立大学法人 東京外国語大学・大学院

国際日本学研究院教授・副学長・附属図書館長

伊東 祐郎 氏

2018年６月29日 

有識者 首都大学東京 都市環境学部・都市政策科学科 

助教 大槻 茂実 氏 
2018年11月27日 

＜c.事例視察＞

回 対象 実施日

第１回 東京ジャーミイ・トルコ文化センター 2018年10月４日 

第２回 日71月01年8102学大馬群人法学大立国

＜d.ＷＧ＞

回 主な内容 実施日

第１回
有識者講演、グループワーク（外国人の活躍を期待する場

面、活躍を促すための課題等） 
2018年６月15日 

第２回
情報提供、グループワーク（外国人の活躍を促す接点づくり

の具体策等） 
2018年８月23日 

第３回
情報提供、グループワーク（地域の特性に応じた外国人の

活躍を促す接点づくりの具体化等） 
2019年１月７日 
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